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要望書 
 

肝炎対策推進協議会 御中 

２０２５年２月１７日 

                                         

肝炎対策推進協議会委員 

木 下 真 純 

萩 部 義 一

                              山  崎  喜  彦 

辰 巳 創 史 

梁 井 朱 美 

出 田 妙 子 

伊 藤 公 子

      

要望の趣旨 

 以下の３点につき、担当部局において、肝炎対策推進協議会の場で説明していた

だきたい。 

１ 重度肝硬変・肝がん患者治療研究促進事業の要件緩和後の実績と今後の見解に

ついて 

２ 肝炎医療・肝炎検査の均てん化に向けた具体的な施策について 

３ ウイルス性肝炎患者等の重症化予防事業の推進に係る今後の対策について 

 

要望の理由 

１ 重度肝硬変・肝がん患者治療研究促進事業の要件緩和後の実績と今後の見解に

ついて 

重度肝硬変・肝がん患者治療研究促進事業は、２０１８年１２月に助成見込数

を月に約７，０００件、年では約８４，０００件を見込んで開始したが、助成率

（助成数／助成見込数）は、２０１９年度、２０２０年度は約1%、２０２１年４

月の見直し後の２０２１年度は約４%、２０２２年度、２０２３年度は約５％に留

まったため、２０２４年４月には２度目の助成要件緩和が行われた。肝炎対策推

進協議会資料によると、要件緩和による助成数の増加が報告されているが、助成

件数は見込数と大きく乖離しており、多くの患者が助成を受けられていない状況

であると考えられる。 

  肝疾患診療連携拠点病院を中心に事業の促進に向けて横展開を図り、多くの医

療機関が尽力しているところだが、手続きの煩雑さによる医療機関の負担増、年
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収３７０万円の壁、肝炎医療コーディネーター体制の不備、事業周知の徹底不

足、患者の重篤化・高齢化等の理由により、助成件数の増加につながっていない

と思われる。当初、指定医療機関に担当者を置くとの施策がどの程度実施されて

いるのか再確認も必要である。 

２０２４年４月からの要件緩和後、その全国的な実績については、まだ肝炎対

策推進協議会において報告がされていない。そこで、要件緩和以降の利用実績に

ついての報告、状況についての説明及び厚生労働省としての見解を求める。 

 

２ 肝炎医療・肝炎検査の均てん化に向けた具体的な施策について 

肝炎対策基本法では「肝炎患者等がその居住する地域にかかわらず等しくその

状態に応じた適切な肝炎医療を受けることができるよう、専門的な肝炎医療の提

供等を行う医療機関の整備を図るために必要な施策を講ずる」と記されている

が、都道府県や区市町村によって肝炎ウイルス検診率や肝がん死亡率等に大きな

格差があるなど、肝炎検査や肝炎医療の均てん化が進んでおらず、不平等な状況

にある。未だに第２次医療圏に肝疾患専門医療機関がない地域もあり、また、認

定された肝疾患専門医療機関であっても実際には非常勤の肝臓専門医が週１回の

肝臓外来のみで、肝がん患者に対してラジオ波焼灼療法すら行えないような医療

実態もある。 

ウイルス検診率、肝がん死亡率ともに高い都道府県や区市町村も散見され、大

きな改善は見られない。そこで、ウイルス検診率、肝がん死亡率ともに大きく改

善した上位の取り組み事例を下位に紹介するなど、踏み込んだ施策も必要ではな

いか。肝炎検査・肝炎医療の均てん化に向けた具体的な施策について、お聞かせ

いただきたい。 

 

３ ウイルス性肝炎患者等の重症化予防事業の推進に係る今後の対策について 

ウイルス性肝炎患者等の重症化予防を目的として、肝炎ウイルス陽性者への初

回精密検査費用や定期検査費用が助成されているが、制度を活用していない患者

が非常に多い。手続きも複雑なため簡素化してほしいとの患者の声もある。 

また、慢性肝炎の患者は年4回程度の通院が一般的だが、現在助成回数は２回と

限定されているため、これも活用につながらない理由のひとつとなっている。肝

炎の重症化予防を促進するためにも手続きの簡素化や助成回数の増加等見直しを

検討いただき、さらに今後の取り組みについても見解をお聞かせいただきたい。 

 

以上 




